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韓国  

 

＜住民登録の住所変更について＞  

 

（問１）転入（住所変更）手続はオンラインでできるのか。その場合の具体的な方法は。  

 

政府ポータル「政府24ホームページ(http://www.gov.kr )」からオンラインで申請することができ、地

元の住民登録機関に出向く必要がなく手続が完結します。 

 

①申請期間 

引っ越した日から14日以内 

 

②申請資格 

引っ越した本人。世帯主が申請する場合、世帯に属する者の分を含め、一括して手続きをすることが

出来ます。世帯員が申請することも可能ですが、申請後、世帯主の確認手続きが必要となります。

（転入届の際に世帯員が入力した世帯主の携帯番号に確認メッセージが発送されると、世帯主が直接

その事実を認証します。） 

 

③処理期間 

勤務時間内であれば、概ね3時間以内  

 

③手数料 

なし  

 

⑤具体的な申請方法 

政府ポータルの「政府24」に接続し、本人認証を経たうえで申請できます。 

（2ｐ以降の図・解説参考） 
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【申請の流れ】※行政安全部HPを日本語に翻訳したもの 
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「出典」政府 24ホームページ（行政安全部が運営する国民向け手続きプラットフォーム） 

〇転入届について：転入届 / 案内・申請 / 政府24 

〇作成例：申請作成例 

https://www.gov.kr/mw/AA020InfoCappView.do?CappBizCD=13100000016
https://www.gov.kr/mw/EgovPageLink.do?link=new_info/favorite/AA090_info_favorite_create_simple
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（問２）転入手続時に、届け出られた新住所に居住実態があるかを確認するための方法は。  

 

基礎自治体は、新住所に居住実態があるかを確認するため、里・統長による訪問確認や賃貸主による

居住不明申告などを通じて住民登録事実調査を随時行っています。また、年に1回、行政安全部主導で

各住民センター（基礎自治体の市・郡・区の下部行政単位の邑・面・洞ごとにある役所）が実施してい

る定期住民登録事実調査で住民の居住実態を確認しています。（①参照） 

 

上記のような住民登録事実調査を行っても居住事実が確認できない場合は、催告状を発送します。

（②参照）催告状に対して応答がなされない場合は、「居住地が不明で住民登録が抹消される可能性が

ある」との事実を市・郡・区や住民センターのホームページに公告します。 

公告後、1年が経っても状況が変わらない場合は、基礎自治体が職権で住民登録地を住民センターの

所在地に変更し、「居住不明者」として登録されます。 

 

【① 住民登録事実調査のお知らせ（行政安全部HP）】 

（URL）2024 年住民登録事実調査のお知らせ / 行政安全部＞ニュース＞新しい便り＞お知らせします 

https://www.mois.go.kr/frt/bbs/type013/commonSelectBoardArticle.do?bbsId=BBSMSTR_000000000006&nttId=111051
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【② 催告公告文の例（ソウル特別市松坡区）】 
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＜IDカード（住民登録証）について＞  

 

（問３）韓国のIDカードである住民登録証は、日本のマイナンバーカードと異なり、 ICチップが搭載

されていないプラスチックカードであると認識しているが、その認識に誤りはないか。また、今後、IC

チップが搭載されたカードの交付をするなどの計画はあるか。 

  

現在の住民登録証はICチップのないプラスチックカードですが、2024年12月27日からICチップが搭

載された「IC住民登録証」及びスマートフォンに住民登録証の機能が搭載された「モバイル住民登録

証」が導入されます。 

なお、ICチップが搭載された「身分証」としては、モバイルタイプの公務員証（2021年1月～）、運

転免許証（2022年7月～）、国家報勲登録証（2023年6月～）がすでに導入されております。 

 

2タイプの住民登録証は、以下の方法で発行することができます。 

（住所登録地に限定されず、全国どこの住民センターでも可能） 

 

① IC住民登録証（有料：住民登録証の再発行手数料5,000₩＋ICチップ費用5,000₩＝10,000₩） 

必要なセキュリティ事項を保存した集積回路（IC、Integrated Circuit）チップが内蔵された住民

登録証。 

IC住民登録証の発行を希望する住民は、住民センターを訪問し、既存の住民登録証をIC住民登録

証に切り替えます（既存の住民登録証は要返却）。このIC住民登録証に本人のスマートフォンに

かざすとモバイル住民登録証を発行することができます。この場合は、携帯を変えても住民セン

ターを訪問せずとも、IC住民登録証に新しいスマートフォンをかざすことにより、再度モバイル

住民登録証の交付を受けることができます。 

 

② モバイル住民登録証（無料） 

モバイル住民登録証の発行を希望する住民は、住民センターを訪問し、既存の住民登録証を提示

して本人確認したうえで、モバイル身分証アプリで一回用の発行用QRコードを読み取ることによ

って発行を受けます。有効期間は3年で、携帯を変える場合は住民センターを訪問し再発行を受け

なければなりません。（既存の住民登録証は返却しない） 

 

住民は、以下のとおり住民登録証を選択することが出来ます。 

既存の住民登録証 IC 住民登録証 モバイル住民登録証 

〇 － － 

〇 － 〇  

－ 〇 － 

－ 〇 〇 
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なお、モバイル住民登録証、又はIC住民登録証の利用を促進するために、初めて住民登録証を発行す

る17歳以上の方がIC住民登録証を希望する場合、無料で発行することができます。 

【参考】2025年住民登録証の初発行対象者の2008年生まれは、468,773人（2024.5.時点） 

 

 

＜IDカード（住民登録証）の住所変更について＞  

 

（問４）転入（住所変更）があった場合、IDカードの住所変更手続はオンラインでできるのか。その具

体的な方法は。  

住民登録証の住所は住民登録上の住所と連動しているため、転入手続きを行えば、別途、住民登録証

の住所変更手続きは不要です。 

 

 

（問５）問３について、券面記載事項の住所欄の書き換えはどのように行っているのか。  

訪問により転入手続きを行った場合は、窓口において住民登録証に貼付する新住所を印刷したシール

を受領します。オンラインで転入手続きを行った場合は、住民登録証に貼付する新住所を記載したシー

ルを全国どこの住民センターでも受け取ることができます。 

なお、券面記載事項の住所欄を書き換えたい場合は、住民登録証の再発行を受けなければなりませ

ん。 

 

2024年12月27日から導入される2タイプの住民登録証のうち、モバイル住民登録証は券面表記事項が

自動的に変更されますが、IC住民登録証は現在と同様に裏面の住所変更欄にシールを貼り付ける取り扱

いとなる予定です。 

 

 

（問６）IDカードの住所変更手続時に、届け出られた新住所に居住実態があるかを確認するための方法

は。  

「問4」のとおり、住民登録証の住所変更手続きは不要であるため、居住実態の確認は「問2」のとお

りです。 

 


